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国家公務員の育児休業等の取得状況のフォローアップ

注１ 配偶者出産休暇（２日）又は育児参加のための休暇（５日）を合計５日以上使用した割合 

注２ 育児休業の取得状況については平成16年度から、「男の産休」の使用状況については平成26

１ 公表の趣旨

政府においては、「第４次男女共同参画基本計画」（平成27年12月25日閣議決定

女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」（平成26年10月17日女性

イフバランス推進協議会決定。平成28年１月28日一部改正）等を踏まえ、女性職員

女全ての職員のワークライフバランスの実現に取り組んでいるところ。

今般、令和元年度の国家公務員の育児休業等の取得状況について、フォローアッ

２ 実施結果（概要） 

項目
今回のフォローアップで 

把握した数値
昨年把握した数値

第４

計

国家公務員の育児休業取得率 （注１・２） 

男性職員 16.4％（令和元年度） 12.4％（平成30年度） 

女性職員 100.5％（令和元年度） 98.5％（平成30年度） 

「男の産休」（配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇）使用率 （注３） 

「男の産休」を５日以上使用 79.6％（令和元年度）  67.8％（平成30年度） 

配偶者出産休暇 90.4％（令和元年度）  84.6％（平成30年度） 

育児参加のための休暇 87.4％（令和元年度）  74.5％（平成30年度） 

注１ 「仕事と家庭の両立支援関係制度の利用状況調査（令和元年度）の結果について」（令和２年1
ける一般職国家公務員（行政執行法人職員を除く。）の数値に、防衛省の特別職の数値を加えて算
行法人職員を含めた一般職国家公務員の男性の育児休業取得率は28.0％、「男の産休」５日以上使

２ 「育児休業取得率」とは、「当該年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数」に対する
えば、令和元年度については令和元年度中に新たに育児休業を取得した者（平成28～30年度に取得
を含む。））」の割合をいう。このため、取得率が100％を超えることがある。 

３ 「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」において、全ての男性
暇（２日）又は育児参加のための休暇(５日)の両休暇合計５日以上使用することが目標とされてい
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令和元年度、各府省等の国家公務員について、新たに育児休業を取得した男性

休業取得率）、「男の産休」の５日以上使用率（注1）ともに、調査開始以降、最

また、男性職員の育児休業取得率について、第４次男女共同参画基本計画に定

（13％）を達成。 

令和２年度からは、子供の生まれた全ての男性職員が１か月以上を目途に育児

を取得できるよう取組を進めており、男性の育児参画に向けた取組を一層推進す
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国家公務員の育児休業等の取得状況（令和元年度） 

注 一般職（行政執行法人職員を除く。）及び防衛省の特別職の数値。作成に当たっては、「仕事と家庭の両立支

援関係制度の利用状況調査（令和元年度）の結果について」（令和２年12月25日人事院）から、行政執行法人職

員の数値を除き、防衛省の特別職の数値を加えている。 

１ 国家公務員の育児休業の取得状況（資料１（４ページ）） 

（１）新規取得者数及び取得率 

○ 新たに育児休業を取得した男性職員は1,968人、取得率は16.4％（前年度から

4.0ポイント増。取得職員数・取得率とも過去最高） 

○ 新たに育児休業を取得した女性職員は2,801人、取得率は100.5％（前年度から

2.0ポイント増） 

 

 男性職員 女性職員 

新規 

取得者数 

（人）（Ａ） 

当該年度中に 

新たに育児休業が 

取得可能となった 

職員数（人）（Ｂ） 

 

取得率 

（％） 

（Ａ／Ｂ） 

 

新規 

取得者数 

（人）（Ａ’） 

当該年度中に 

新たに育児休業が 

取得可能となった 

職員数（人）（Ｂ’） 

 

取得率 

（％） 

（Ａ’／Ｂ’） 

 

令和元年度 1,968 11,997 16.4 2,801 2,788 100.5 

平成30年度 1,567 12,651 12.4 2,710 2,751 98.5 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 

注１ 「新規取得者数」とは、当該年度中に新たに育児休業（再度の育児休業者を除く。）を取得した人数をいう。 

２ 「当該年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数」とは、男性職員は当該年度中に子が生まれた男性職員、女性職員は当該年度中

に産後休暇が終了した女性職員（例えば、令和元年度については平成31年２月３日から令和２年２月３日までに出産した女性職員（産後の特

別休暇中に子が死亡した場合等を除く。））をいう。 

３ 「取得率」とは、「当該年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数」に対する「新規取得者数（例えば、令和元年度については、

令和元年度中に新たに育児休業を取得した者（平成28～30年度に取得可能となった職員数を含む。））」の割合をいう。このため、取得率が

100％を超えることがある。 
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（２）新規取得者の育児休業期間 

○ 令和元年度に新たに育児休業を取得した職員の休業期間の平均は、男性2.0

月・女性16.6月（全職員10.6月）。前年度は、男性2.0月・女性15.4月（全職員

10.5月）となっていた。

○ 休業期間の分布状況は、全職員では「１月以下」が29.0％と最も多く、次いで

「12月超24月以下」が18.4％の順となっている。

○ 休業期間の分布状況を男女別にみると、男性は「２週間以上１月以下」が

36.1％と最も多く、女性は「12月超24月以下」が30.4％と最も多い。

図 育児休業期間の状況（男性） 図 育児休業期間の状況（女性） 

（単位：人） 

区分 
新規 

取得者数 

育児休業取得期間 

５日未満 
５日以上２

週間未満 

２週間以上

１月以下 

１月超３月

以下 

３月超６月

以下 

６月超９月

以下 

９月超12月

以下 

12月超24月

以下 
24月超 

男性職員 1,968 

100 

（5.1%） 

536 

（27.2%） 

710 

（36.1%） 306 

（15.5%） 

153 

（7.8%） 

61 

（3.1%） 

70 

（3.6%） 

27 

（1.4%） 

５ 

（0.3%） 
１月以下：1,346（68.4％） 

女性職員 2,801 
５ 

（0.2%） 

10 

（0.4%） 

22 

（0.8%） 

74 

（2.6%） 

157 

（5.6%） 

276 

（9.9%） 

761 

（27.2%） 

852 

（30.4%） 

644 

（23.0%） 

計 4,769 
105 

（2.2%） 

546 

（11.4%） 

732 

（15.3%） 

380 

（8.0%） 

310 

（6.5%） 

337 

（7.1%） 

831 

（17.4%） 

879 

（18.4%） 

649 

（13.6%） 

注 「育児休業取得期間」の（ ）は、育児休業の新規取得者数に占めるそれぞれの区分ごとの育児休業取得期間の職員数の割合 

（注） 円グラフの内訳は、それぞ

れ四捨五入しているため、そ
の合計が 100％にならない場合
がある（以下の各円グラフ及

び表について同じ）。 

注 
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２ 「男の産休」（配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇）の使用状況 

  （資料２（５ページ）） 

○ 「男の産休」５日以上使用率（配偶者出産休暇（２日）又は育児参加のための休

暇（５日）を５日以上使用した男性職員の割合）は、前年度から11.8ポイント増の

79.6％（9,544人）。

なお、令和元年度に子が生まれた男性職員（11,997人）のうち、「男の産休」を

使用した男性職員の割合は92.7％（11,116人）（前年度88.1％（11,143人））。 

注 「「男の産休」を使用した男性職員」には、配偶者出産休暇又は育児参加のための休暇のどちらか一方の休暇のみ使

用した場合、両休暇を使用した場合、そのいずれも含まれる。 

平成26年

度 
平成27年

度 
平成28年

度 
平成29年

度 
平成30年

度 

令和元年

度 

「男の産休」 

５日以上使用率

（％） 
24.7 30.8 39.1 51.9 67.8 79.6 

（１）配偶者出産休暇 

令和元年度に子が生まれた男性職員（11,997人）のうち、配偶者出産休暇を使用

した男性職員の割合は90.4％（10,840人）（前年度84.6％（10,699人））、平均使

用日数は1.9日（前年度1.9日）となっている。 

注 「配偶者出産休暇」は、男性職員に対し、妻の出産に伴う入退院の付添い等を行うために２日の範囲内で与えられる

特別休暇

（２）育児参加のための休暇 

令和元年度に子が生まれた男性職員（11,997人）のうち、育児参加のための休暇

を使用した男性職員の割合は87.4％（10,485人）（前年度74.5％（9,430人））、平

均使用日数は4.1日（前年度4.1日）となっている。 

注 「育児参加のための休暇」は、男性職員に対し、妻の産前産後期間中に、その出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子を養育するために５日の範囲内で与えられる特別休暇 
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表 府省等別国家公務員の育児休業の新規取得状況 
（上段：令和元年度、下段：平成30年度） 

新規
取得者数

（人）（A）

当該年度中に
新たに育児休業が
取得可能となった

職員数（人）
（B）

取得率
（％）
（A/B）

新規
取得者数
（人）
（A’）

当該年度中に
新たに育児休業が
取得可能となった

職員数（人）
（B’）

取得率
（％）

（A’/B’）

6 30 20.0 0 1 0.0
0 28 0.0 3 3 100.0

1 1 100.0 1 1 100.0
0 3 0.0 1 1 100.0

10 54 18.5 27 27 100.0
9 44 20.5 12 13 92.3

1 19 5.3 3 3 100.0
7 28 25.0 4 4 100.0

11 27 40.7 14 14 100.0
10 29 34.5 10 9 111.1

16 160 10.0 28 28 100.0
7 130 5.4 31 31 100.0

0 1 0.0 0 0 -
0 2 0.0 0 0 -

0 1 0.0 0 0 -
－ － － － － -

11 65 16.9 14 14 100.0
6 45 13.3 17 16 106.3

0 6 0.0 3 3 100.0
2 5 40.0 2 2 100.0

0 6 0.0 0 0 -
0 9 0.0 0 0 -

17 104 16.3 42 41 102.4
29 128 22.7 40 40 100.0

254 1,394 18.2 372 375 99.2
157 1,455 10.8 352 352 100.0

22 164 13.4 52 53 98.1
14 149 9.4 65 69 94.2

715 1,641 43.6 653 647 100.9
610 1,682 36.3 695 707 98.3

16 56 28.6 34 34 100.0
4 54 7.4 34 35 97.1

283 478 59.2 216 219 98.6
249 465 53.5 208 208 100.0

53 194 27.3 119 119 100.0
40 265 15.1 89 90 98.9

34 163 20.9 76 76 100.0
42 177 23.7 59 58 101.7

177 1,250 14.2 234 234 100.0
111 1,373 8.1 212 208 101.9

7 45 15.6 14 14 100.0
8 45 17.8 20 20 100.0

317 6,103 5.2 882 868 101.6
247 6,500 3.8 842 871 96.7

4 8 50.0 5 5 100.0
8 13 61.5 4 4 100.0

13 27 48.1 12 12 100.0
7 22 31.8 10 10 100.0

1,968 11,997 16.4 2,801 2,788 100.5

1,567 12,651 12.4 2,710 2,751 98.5
合計

経済産業省

国土交通省

環境省

防衛省

人事院

会計検査院

農林水産省

個人情報保護委員会

カジノ管理委員会

金融庁

消費者庁

復興庁

総務省

法務省

外務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

国家公安委員会
（警察庁）

府省等名

男性職員 女性職員

内閣官房

内閣法制局

内閣府

宮内庁

公正取引委員会

注１ 防衛省以外の各府省等については、「仕事と家庭の両立支援関係制度の利用状況調査（令和元年度）の結果について」（令和２年
12月25日人事院）から算出。防衛省については、内閣人事局が別途防衛省から聴取した結果に基づき作成 

 ２ 「新規取得者数」とは、当該年度中に新たに育児休業（再度の育児休業者を除く。）を取得した人数をいう。 

３ 「当該年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数」とは、男性職員は当該年度中に子が生まれた男性職員、女性職員は当
該年度中に産後休暇が終了した女性職員（令和元年度については平成31年２月３日から令和２年２月３日まで、平成30年度について
は平成30年２月３日から平成31年２月２日までに出産した女性職員（産後の特別休暇中に子が死亡した場合等を除く。））をいう。 

４ 「取得率」とは、「当該年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数」に対する「新規取得者数（当該年度中に新たに育児
休業を取得した者（令和元年度については平成28～30年度、平成30年度については平成27～29年度に取得可能となった職員数を含
む。））」の割合をいう。このため、取得率が100％を超えることがある。 

５ カジノ管理委員会は、令和２年１月７日に設置された組織であるため、平成30年度の数値は「－」となっている。 

資 料 １
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表 府省等別「男の産休」（配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇）の使用状況
（上段：令和元年度、下段：平成30年度） 

（A）のうち
「男の産休」
を５日以上使
用した職員数
（人）（B）

使用率
（％）
（B/A）

（A）のうち
配偶者出産休
暇を使用した
職員数（人）

（C）

使用率
（％）
（C/A）

（A）のうち育
児参加のため
の休暇を使用
した職員数

（人）（C’）

使用率
（％）

（C’/A）

30 19 63.3 23 76.7 22 73.3
28 20 71.4 22 78.6 20 71.4

1 1 100.0 1 100.0 1 100.0
3 3 100.0 3 100.0 3 100.0

54 38 70.4 47 87.0 43 79.6
44 20 45.5 38 86.4 32 72.7

19 17 89.5 18 94.7 18 94.7
28 23 82.1 26 92.9 25 89.3

27 25 92.6 27 100.0 27 100.0
29 24 82.8 27 93.1 26 89.7

160 113 70.6 146 91.3 133 83.1
130 78 60.0 119 91.5 106 81.5

1 0 0.0 1 100.0 0 0.0
2 2 100.0 2 100.0 2 100.0

1 0 0.0 1 100.0 0 0.0
- - - - - - -

65 47 72.3 53 81.5 54 83.1
45 34 75.6 40 88.9 38 84.4

6 4 66.7 5 83.3 5 83.3
5 4 80.0 4 80.0 5 100.0

6 5 83.3 6 100.0 6 100.0
9 8 88.9 9 100.0 9 100.0

104 73 70.2 95 91.3 93 89.4
128 79 61.7 114 89.1 105 82.0

1,394 1,304 93.5 1,337 95.9 1,358 97.4
1,455 1,331 91.5 1,364 93.7 1,406 96.6

164 42 25.6 56 34.1 55 33.5
149 31 20.8 51 34.2 46 30.9

1,641 1,504 91.7 1,585 96.6 1,592 97.0
1,682 1,511 89.8 1,619 96.3 1,617 96.1

56 41 73.2 53 94.6 54 96.4
54 38 70.4 49 90.7 47 87.0

478 392 82.0 436 91.2 426 89.1
465 391 84.1 447 96.1 433 93.1

194 154 79.4 180 92.8 175 90.2
265 155 58.5 224 84.5 197 74.3

163 144 88.3 154 94.5 156 95.7
177 128 72.3 154 87.0 154 87.0

1,250 883 70.6 1,149 91.9 1,061 84.9
1,373 751 54.7 1,191 86.7 982 71.5

45 27 60.0 36 80.0 34 75.6
45 30 66.7 41 91.1 36 80.0

6,103 4,679 76.7 5,398 88.4 5,138 84.2
6,500 3,883 59.7 5,122 78.8 4,111 63.2

8 7 87.5 8 100.0 8 100.0
13 13 100.0 13 100.0 13 100.0

27 25 92.6 25 92.6 26 96.3
22 16 72.7 20 90.9 17 77.3

11,997 9,544 79.6 10,840 90.4 10,485 87.4

12,651 8,573 67.8 10,699 84.6 9,430 74.5

国家公安委員会
（警察庁）

府省等名

当該年度中
に子が生ま
れた男性職
員数（人）

（A）

「男の産休」 配偶者出産休暇 育児参加のための休暇

内閣官房

内閣法制局

内閣府

宮内庁

公正取引委員会

農林水産省

個人情報保護委員会

カジノ管理委員会

金融庁

消費者庁

復興庁

総務省

法務省

外務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

合計

経済産業省

国土交通省

環境省

防衛省

人事院

会計検査院

注１  防衛省以外の各府省等については、「仕事と家庭の両立支援関係制度の利用状況調査(令和元年度）の結果について」（令和２年12
月25日人事院）から算出。防衛省については、内閣人事局が別途防衛省から聴取した結果に基づき作成 

２ カジノ管理委員会は、令和２年１月７日に設置された組織であるため、平成30年度の数値は「－」となっている。 
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